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大会プログラム

1．期日１９８７年５月23日（±）２４日（日）２５日（月）

２会場東京学芸大学(中央線武蔵小金井駅下車）

ａ日程５月23日（土）１１：００～１２:００幹事会

１２：００～１３：0０評議員会

１３：２０～１７：３０シンポジウムー主旨説明、課題報告

１８：００～２０：００懇親会

５月24日（日）９：１０～１０：５５シンポジウムー指定討論、コメント

１１：00～１１：３０総会

１２：３０～１６:３０シンポジウムー総合討論

５月25日（月）エクスカーション「多摩地域の非農業化、工業化、都市化」

４シンポジウム進行予定

第１日目（１３：２０～１７：３０）

「１９８７年シンポジウムの主旨説明」………………･…..……………竹内淳彦（日本工業大学）

「地価形成から見た巨大都市周辺の土地利用形態の変動ｼｽﾃﾑ」…質清隆（富山大学）

－大阪・札幌・シカゴ・ロンドンの比較一

「大都市東京の地域構造に関する変動の必要性と可能性」…………中林一樹（東京都立大学）

－とくに内陸部と湾岸部の動向に着目して_

「近年の工業立地展開からみた大阪大都市圏周辺部」………………森川滋（大阪経済大学）

「巨大プロジェクトと地域経済」…………･……･…･…………………小杉穀（関西大学）

－大阪都市圏周辺部の場合一

「多摩地域の工業集積と工業機能の変容」…………………･……･…･北村蕊行（東洋大学）

第２日目（９:２０～１０:５５）

・問題提起大会準備委員長

・指定討論伊藤喜栄（慶応義塾大学）、関満博（東京都商工指導所）、

宮川泰夫（愛知教育大学）

・コメント村田喜代治（中央大学）

・総合討論

く座長＞井出策夫（立正大学）、荒井良雄（信州大学）

5．エクスカーション（詳細別紙）

・テーマ：「多摩の非農業化、工業化、都市化」

・日時：５月２５日（月）９時～１７時

・集合：９時中央線・武蔵野線西国分寺駅北口

・主要見学地：日産村山工場、瑞穂町長岡温室団地、東芝青梅工場、北八王子工業団地（車窓）

・案内者：北村嘉行（責任者・東洋大）、上野和彦（東京学芸大）、犬井正（独協大）、
小俣利男（大泉高）

・募集人員：４０名

・参加費：5.000円（バス．昼食代を含む）

大会準備委員会竹内淳彦（委員長・日本工大）、荒井良雄（信州大）、小倉基（千葉商大）、
河野敏明（一橋大）

会場準備委員会青木栄一（委員長）、白坂蕃、上野和彦（東京学芸大）
－１－
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１９８７年度シンポジウム開催にあたって

「大都市周辺部の構造変化」
－国際化の進展と産業構造の変化を踏まえて－

大会準備委員会

１９８０年代以降日本経済の国際化は急速に進み、とくに１９８６年の急激な円高により、ソフト化、

サービス化など産業の構造は大きく変化しつつある。このような情況のなかで、情報化の進展、技術

の先端化に伴って経済、産業の全国システムが強化されつつあり、その核として、東京や大阪など中

枢機能や研究・開発機能を具えもつ大都市の全国的地位が年々高まり、産業構造変化の震源地ともな

っている。先頃その骨子が発表され、地方の厳しい反論にさらされている四全総もこのような動きを

政策的にホローしようとするものであるといえよう。このような大都市への経済諸機能の集中は、当

然のことながら大都市の面的拡大をもたらし、中心部から周辺部への諸機能の分散を進行させ周辺地

域の経済活動に大きな影響を与えている。他方、近年、周辺部を独自の機能を具えた地域として育成

するための計画も進められており、既存企業の独自の展開や自立的な地域社会形成の動きもみられる。

85年は国際化に伴う地域経済の変化を、８６年は大都市内部の構造変化を主テーマにシンポジウムを行

い成果をあげたが、本年は、経済の国際化、産業構造の変化を背景に大都市周辺部の構造変化に焦点

をおいて討論を行いたい。とくに、世界の大都市の場合とも比較しながら東京と大阪に焦点をおき、

全国システムのなかで、それら大都市地域内での中心部との関係を踏まえ、さらに、国や自治体の諸

政策をも考慮しながら、具体的事例を加えつつ次の諸点を柱に議論を深めていきたい。すなわち、第

１は、産業の構成、機能、地域システムの動向、第２は、土地利用および、産業・居住等諸機能の競

合と統合の動向、そして第３は、周辺地域の経済地域構造と地域結合システムの動向である。

以上、シンポジウムのねらいについて述べたが、今回のテーマは激動する日本経済、経済地域シス

テムあるいは地域経済・社会にとってまさに現在の焦点であり、議論の別れる点も多いことと考える。

できるだけ全会員の討論への積極的参加を得て、今回のシンポジウムが大きな成果をあげることを期

待する次第である。
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地価形成から見た巨大都市周辺の土地利用形態の変動システム
一大阪・札幌・シカゴ・ロンドンの比較－

實清隆（富山大学）

土地利用形態の変動は、基本的に、そこに立地する（その土地を利用する）企業又は個人の「地代

負担力」に帰図するものと考えられる。この「地代負担力」は、当該地を利用する事によって生じる

「超過利潤」がそのベースとなっており、「地価」はこの「超過利潤」を利子還元したものであるが、

この地価（「収益還元地価」）こそが、当該地域の土地利用榊造の変動を理論的に説明する重要なイ

ンディケータ－となる。つまり、現実の売買地価と収益還元地価の差こそが土地利用変動を惹起する

ファクターである。この土地利用の変動と地代との係わりはＤ・リカアドウが農業地代に、差額地代

論として提起し、その後、Ｋ、マルクスも、更にこの考え方を、資本の運動法則を解析する中「差額

地代論」「絶対地代論」としてこの論を発展させている。

この差額地代論の土地利用の転換への理論をめぐって、我が国では、１９６０年代の土地ブームを契

機に、都留重人、伊東光晴、小宮陸太郎などの近代経済系の理論学者、新沢嘉芽統、阪本楠彦、佐藤

哲郎等の農業経済学者、早川和男、石見良太郎等の建設工学者、矢田俊文、奥山好男、水岡不二雄等

の地理学者などがアプローチしている。

唯、この「差額地代論」を現実の土地利用形態の変動を、具体的なデーターを交えて実証した論文

は、数多くない。チニーネン、ブリンクマン、除野信通等の農業経営に関する立地変動をはじめとし

て、最近の我が国の実証例として早川和男、新沢嘉芽統、長谷川典夫、脇田武光等が住宅地の立地に

ついてのものがある。海外でも、Ｗ、アロンゾ、藤田正晴、Ｊ・Ｆ・ケイン等が土地利用形態の変動に

ついて実証を試みた例がある。

然しながら、これまでのところ、土地利用形態の変動に関しては、それぞれ農業的土地利用、工業

的土地利用、商業的土地利用、住宅的土地利用と言ったある特定の部門でのものであり、これらを総

合した土地利用全体をとらえた論文はない。

著者は、土地利用の形態変動・競合の全体像を「解析」するためには、夫々の土地利用形態につい

て、「超潤利潤」を計算し、「収益還元地価」という一本のレールの上に乗せた上で議論する事が有

効だと考え、１９７４年「市街地形成理論に関する試論」（富山大教育学部紀要22号）以来、この課題

についての実証と理論化を試みて来た。

尚、著者は「収益還元地価」を算出する際、農・工・商業地については、夫々、当該地域でのコス

ト分析をして、単位面積（１坪当り）の「超過利潤」を計算し、住宅地については、企業の「超過利

潤」に当たるものとして貯蓄（株・不動産取得を含めた貯蓄の増減）であると考え、単位面積当りの
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地価ど収益還元地価との比較を試み、日本(大阪･札幌）の巨大都市圏の郊外

変動をとらえると共に、欧（ロンドン）、米（シカゴ）での大都市圏での勤行Ⅱ’
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序な市街地化（スプローノレ現象）が現出した。１９６０年代には、高度設備投資に伴う企業集中が巨大

都市圏を中心に展開し、工場力鄭外部へと外延的に拡大すると共に、人□も当該地域への集中と家族の

核化も進行し、郊外での住宅地需要も著しいものがあった。この際、大阪市の近郊低湿地帯では住工

混在、建蔽率無視、農地の蚕食的潰廃、更には、少なからず、内水水害を起こしつつ、スプロールが

進行していたのであった。

これを「収益還元地価」の視角で見ると、住宅需要の高かった住民の中・下位クラスと工業の中・

小規模の地代負担力がほぼ均衡し、これらの収益還元地価が、大阪都市圏の場合、大阪市東部の低湿

な郊外での売買地価と一致し、このポイントが理論的立地点となり、実態と一致している。ここに、

住工混在のケースが多いのは、市街地形成過程の中で、当然、地代負担力の観点から見ると、土地条

件（売買地価）が同じような場所が選ばれる必然性があったのに、都市計画の不在住宅政策の貧困か

らで、この混在の事態を招いたものと考えられる。（図１，図２）

又、売買地価が高騰しているが、この背景として、日本の企業の付加価値額の配分での「労賃」部

分の占める割合が、欧米諸国に比較し、相対的に小さく（２０～３０％程度小さい）、その分だけ、企

業の取り分が大きくなり、企業の超過利潤を高める事になる。ことに都心部を占める銀行、デパート、

製造業の本．支店など業務地での売買地価がこの低賃金による強圧をパックに異常に高い上、尚、立

地しているポイントでの収益還元地価が売買地価を上回るなど地価をつり上げている。その煽りと、

投資的思惑買いが重なり、先述のように周辺部の地価を上昇させていった。反面、住民、とりわけ、

中．下層の勤労者階級の住民は，低賃金がそのま》地代負担力を弱める事となり、それが、結局、土

地条件の悪い、超過密な住宅に甘んじさせる結果を助長した。また、この際、土地付きの住宅どころ

か借家（間）がやっとという住民が多いのが実態であるが、この事実は正しく、著者の地代負担力に

基づく土地利用転換論を裏付けるものである。

１９７０年代に入ると（73年末のオイルショック後からはとりわけ）、都市化のペースは落ちた。

１９６９年の都市計画法の改正により市街化区域と調整区域の区別がとられた事、区画整理事業の実施

区域が増加した事、工業団地の造成が政策的に促進された事などが、従前に比べ、土地利用のコント

ロールが強まり、その分だけ、土地利用のフィジカルな面での混乱は、おさまって来た。然し、相変
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らず、売買地価の上昇に住民の住宅地価が追いつけず、巨大都市圏では、持家率が下がり、住条件の

悪い所に家を求めねばならない階層が多い事は解消していない。工場の立地は、特定工場をはじめ、

大都市圏から地方圏への移転が著しくなった。

１９８０年代に入ると、工業部門では、企業にたよる海外進出（有力企業ではその投資額のうち,0％

程度は海外投資しているのが多い）が目立ち始めた。つまり、地方圏への立地を飛びこえて海外へ出

だしたのである。大都市圏内での立地は、都心部でのオフィスを中心とした立地、郊外では住宅を中

心とした立地に卓越して来た。都心部では、事業的には再開発事業がその基軸となり、同時に、海外

からの資本参入も交えた大商業本の再篇がドラスティックに展開して来た。

又、都内圏郊外での農地利用については、ドラスティックな都市化の前に、農地潰廃は著しかった。

部分的に見れば、豊焼度の低い土地（最劣等地）から切り売りしたり、時間当りの労働報酬の高い作

目（札幌のタマネギ）がその潰廃に抗して、経営を存続させていたが１９７０年代からの農業政策（米

の生産調整、水田利用再編対策等）の変更により、近郊の農地は急速に経営基盤を失ない、窓意的に

潰廃されて来ている。

ｕロンドン圏・シカゴ圏の土地利用形態の変動

ロンドン圏では１９７０年代俊半からは一般小売店や飲食店の新規立地の伸びが止まった。オフィス

は、ロンドンが尚，世界のトレードセンターという事もあって、緩やかな増加をしているが、これら

はロンドン圏外での増加率には遇かに及ばない。これも、企業の空洞化に伴う転出の際には、ロンド

ン圏内での立地が地代負力の観点から見ても困難になってきた事が言える。（図３）

また、居住人ロについても、ロンドンの既成市街地では減少し、グリーンベルトの外側での人口が

増加しているが、これも、ロンドンでの居住者の「収益還元住宅地価」と売価地価との比較ではロン

ドンから都心151ｍ以内の既成市街地内での住宅立地が厳しくなっている事が理論づけられる。

工場については、地代負担力は愈々低〈、ロンドン圏内での新規立地は不可能で、地代負担に耐え

られず、圏外へ転出し、ロンドン圏での工業の「空洞化」が著しくなっている。唯、ロンドンでは、

大ロンドンプランもあって、土地利用のコントロールが日本と違って一定程度（グリーンベルト内で

の蚕食、ニュータウン周辺のスプロールが出はじめたが）は奏功はしている。

シカゴ圏でも、都心部からの工場や、一般商店の郊外への転出、空洞化が著しい。一面郊外部では当

該地域の住民の所得が高く購売力の強いスポットでの新規立地も多い。ここはこれらの企業の収益

還元地価と売買地価と一致する所でもある。ここが都心部から移転する有力企業が新たなセンターと

して発展してきている。

黒人やヒスパニソクは収入が低く、移転しようにも、その力が無く、都心及び鉄道沿いに、ゲット

ー地区として、固定されている。
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土地利用についても、米国ではシビアーなゾーニングがあり、土地利用の混乱はかなり避けられて

いる。（図４）、

１９８０年代の後半に入って、再び、日本の巨大都市では都心を中心に、地価の上昇が顕著になった。

製造業の空洞化とは裏腹に、都心部を占拠するオフィスの企業での剰余金・内部留保の増大や海外から

の企業のオフィス需要の急増が、その強い要因であろうが、これが再び、土地利用の再編、とりわけ

都心部周辺に「混乱」を生じる可能性を強めた。

国際化時代を迎え、大阪圏では新国際空港、学園都市建設といった大型プロジェクトが遂行されよ

うとしており、これが東京の－極化に一定の歯止めをかけ得れば、大阪圏での情報集積が高まり、こ

れが再び地価の急騰となって、地代負担力から見ても、基幹的企業・人ロの空洞化を－厨、促進しか

ねない。
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図３ロンドン圏の地価曲線と土地利用
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東京湾岸周辺の都市問題
－内陸の都市化と対比して－

中林一樹（東京都立大学）

Ｉはじめに

この発表は、「民活」論議の中で、近年めざましく打ち上げられ、提案されている東京湾岸域の開
発プロジェクトに着目し、東京大都市圏の戦後の都市化とそれをめぐる地域計画の中での位置付けと、
その性格、問題点を検討するものである。論理に若干の飛躍があることを承知の上で、今後の大都市
東京に関する議論の問題提起となれば幸いである。

Ⅱ団塊の世代と１９７０年代の都市化

わが国の人口構成において、ベピーブーム世代（団塊の世代）は、極めて特徴的な存在である。戦
後のわが国の社会を分析する時、この世代がエポックメイカーであったことは明らかである。
１９４７～１９５０年に生まれたこの世代が中学を卒業したのが１９６２～１９６７年で、進学率の高騰と

相まって、「金の卵」として高度経済成長の初動期に参入した。彼らは、東京を始めとする大都市へ
移動していった。彼らの多くは下町や中小工場の密集した住工混在地域へ住み込んでいった。
１９６５～１９７０年には、大学の入学定員を拡大させつつ、再び大挙して大都市へ移動していった。

彼らの多くは都心周辺の木造アパートや下宿に住んだ。１９７０年代の前半、彼らは就職をするのであ
るが、地方の大学卒業生も大都市へ集中していった。

巨大都市化を加速しつつあった東京は、１９６５年の第二次首都圏整備計画をさかいに、大都市抑制
から調和ある大都市形成に計画パラダイムも転換し、都心部では中枢管理機能の集中、高度化に対応
した「再開発」的整備を、内陸郊外へは、大学、工場等の積極的分散と住宅開発の展開を図っていっ
た。

こうして、１９６０年代から顕著になった大都市への人口集中は、内陸郊外に向かって市街化を進展
させつつ、１９６０年代の後半に郊外での住宅需要を生み出した彼らの前の世代と共に、団塊の世代は
巨大都市の人口の主役となっていった。彼らは、１９７０年代に結婚し､出産して、大量の住宅需要を
大都市の内外に生み出しつつ、オイルショック前後の「70年代前期の地価高騰」の時代を駆け抜けた
のである。

「70年代前期の地価高騰」は、､、限界地価理論”に代表されるように、内陸郊外での地価高騰が、
団塊の世代を始めとする新たな大都市居住者に対する適切な住宅供給を妨げたこと、すなわち郊外で
の噸住宅開発用地の地価問題”が、土地問題の主題であったと言えよう。そして、内陸郊外での団地
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開発やニュータウン開発、大学移転や内陸工業団地開発が、大都市圏整備の主要課題であり、その強

引な開発が各所に環境問題を激化させたのである。

、１９８０年代の都市を取り巻く状況

１９８０年代には、団塊の世代は30歳代の後半に達し、子育て世代になった彼らは各々にとにかく住

居を定めた。その結果、１９７０年代前半のような狂乱的な住宅需要は減退し、大都市においても住宅

需要は量から質へ転化した。

さらに、この団塊の世代の後に続くのは、世帯における子供の減少であり、大都市では、平均世帯

人員数が３人を下回る（親の人数よりも子供の人数が少ない）など、次世代は東京二世として、新た

な量的住宅需要を生み出す要素は少ないと想定できる。地方においてもこうした事情は大差なく、東

京への人□集中はかつてのような事態は生じ得ないとも言える。従って、１９７０年前後に内陸郊外で

着手された大規模開発は、住宅開発は勿論、工業開発、大学も、新たな需要の拡大を大きく見込むこ

とは出来なくなった。１９８６年５月に、新住宅市街地開発法が改正されたのも、こうした社会状況の

変化の中での、大規模住宅開発の方向転換をはかるためであった。すなわち、同法の改定の骨子は以

下の３点である。

①業務施設立地の多様化（住宅とこれに関連する公共公益施設の限定を改め、事務所や事業所その

他の業務施設で、居住者の雇用機会の増大と業務地としての昼間人口の増加による都市機能の増進

に寄与し、居住環境を阻害しない施設の立地を推進する）

②住区の規模要件の緩和（人口密度１００～３００人／ｈａで、約１０，０００人を住区の単位としていた

のを、８０～３００人／ｈａで、約6,000～10,000人とし、開発形態の質的な多様化を可能とする）

③建築義務期間の緩和（土地取得後２年以内の建築義務を３年以内にし、土地取得の促進を図る）

他方、１９８０年代に入って、とくに業務機能における高度情報化と、円高を背景とする産業経済の

国際化の展開は、東京の都心部への業務機能の集中を加速した。これは、－面において、東京でイン

ナーシティ問題が伝統的住工混在地域以外では顕在化しなかった背景であり、１９７０年代の後半にお

いて、すでに、都心地域の人口減少問題を引き起こした直接の要因でもあった。そして、８０年代のと

くに84年以降の地価の狂乱は、この都心の業務用地から始まった。都心の土地は、㎡あたり２，０００～

３`000万円、あるいはそれ以上ともいわれ、マネーゲームの対象以外の何ものでもないような状況に

至ってしまったのである。こうした地価高騰は、東京の業務ピル経営を、極めて投機的なものとし、

ニューヨーク等での業務ビルの買収によるピル経営のほうが、リスクが少ないという事態にまで至っ

ているのである。

さらに都心で土地を売った人が、都区内の住宅地への住み替え（税務対策も含め）を押し進める結

果、７０年代の地価高騰とは逆に、８０年代の地価高騰は､都心から内陸郊外にむかって､急展開しつつある。

-９－



Ｗ東京湾岸域のプロジェクトの性格

建設省（１９８６）によると、「地域における民間活力活用主要プロジェクト」は、全国で１３７件、

総事業費27兆８，０００億円（平均2,030億円／件）であるという。この「民活」政策は、大都市におい

ては、都市計画規制の緩和をテコに、既成市街地とくに都心地域の再開発への民間参入の促進と、東

京湾岸地域の新開発に集中している。そして、前者の都心再開発は、地価の狂乱的高騰をもたらし、

再開発の事業成立をも脅かす状況に至ったのである。

１９８６年末現在、東京湾岸地域における主要開発プロジェクトは、事業中から構想段階まで含め、

45プロジェクト以上に及び、東京湾横断道路（川崎一木更津）、東京湾口横断道路（横須賀一富箪）

光ケーブル通信網計画の東京マリネット計画（郵政省）、人工島構想（運輸省、郵政省）および、丘

陵開発である上総新研究開発都市構想を除く、４０プロジェクトは、その大部分が埋立地であり、事業

計画予定面積は総計7.955ｈａに及ぶ。港湾・物流・空港・交通・業務・商業・住宅・工業・レクレー

ション・海浜公園・廃棄物処理（埋め立て事業）と、開発の目的は多様であり、複合的であるのが特

徴的である。しかも、これらは、かつては大都市の`､郊外開発”の目玉であったような大規模開発プ

ロジェクトともいえよう。

こうした大規模プロジェクトが、東京湾岸域に集中して構想された背景には、鉄鋼を始めとする基

幹産業へのテコ入れを含む内需の拡大、いわゆる民活路線の推進が存在することは明らかであるが、

加えてつぎの点を指摘しておきたい。

①交通施設が整備されれば都心に接近するという立地条件の良さ。さらに付言すれば、東京への開

発需要は充分にあるとの予想。

②地盤条件は悪いが、大規模で、関係権利の単純な、市街化していない土地という開発の容易性。

③開発に当たっては地盤関係の処理にコストがかかるが、それ以上に、「地価」が政策的に操作で

きるということ。埋め立て事業により作られた土地であり、その処分価格は事業費との関係のみで

決定し、操作できるのである。

このうち、③の地価の特殊性に注目したい。１９６１年に丹下健三は「東京計画１９６０」として、東

京湾中央での新都市の建設構想を提案した。しかしながら、東京のこれまでの都市構造において、さ

らにいえば都市構造の認知において、東京湾岸地域は空白域であったのではなかろうか。とくに地価

というめんからは、既存の東京の地価分布に組み込まれていない「空白域」なのである。そして、丹

下が述べたように、「内陸から再開発を進めると、内陸の地価高騰が埋立地にも及んでしまう。それ

を防ぐには､飛び地で開発するのが一番よいＪとの認識に､さらに今やそうした現状に至っているのではなかろう力も

現状では交通の便の悪い東京湾岸域は、今、、新しい郊外”として、交通開発を伴いつつ、大規模

開発の舞台になろうとしているのである。しかし、かつての内陸郊外開発がもたらしたような「環境

問題」が発生しないとの保証はないのである。
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近年の工業立地展開からみた大阪大都市圏周辺部

森川滋（大阪経済大学）

８０年代に入って、技術開発を重視する先端技術産業を中心とした工業の本格的展開は、７０年代後半

に、一時的にみられた工業立地の分散化傾向を変え、先端技術産業が研究・開発機能を重視すること

から、これら工業を中心とする立地を、研究・開発機能の集中する大都市圏へと再び集中化傾向に転じ

させている。

このような、主導工業の転換に伴う大都市圏への立地の集中化傾向のなかで、大阪大都市圏（２府

４県）の工業生産の動向をみると、昭和50年から59年にかけての工業出荷額の増加率は、大都市圏全

体で182％と増加したが、これは、この間の全国平均の増加率２０１を下回るものであった。

しかも、この大阪大部圏をコアとなる大阪・神戸・京都の３大都市とその周辺部とに分けて、この

間の増加率をみると、コアとなる３大都市では１８４％であったのに対し、周辺部の増加率は１８１％と

コアの３大都市よりも下回った。

このような大阪大都市圏の動向を東京大都市圏（１都７県）と比較すると、東京大都市圏の場合、

大都市圏全体の増加率は207％であり、全国水準を上回ったものとなっている。しかも、大阪大都市

圏でみたと同様に、東京大都市圏をコアである東京都区部・横浜・川崎とその周辺部とに分けて増加

率をみると、コアでの増加率が１６４％とどまったのに対して、周辺部での増加率は232％とコアはも

とより全国水準の増加率を大幅に上回ったものとなっている。

上に述べた動向でみる限り、大阪大都市圏の場合、大都市圏への工業の集中化傾向がいわれるなか

で、むしろ相対的にその比重を低下させており、しかも､大都市圏周辺部への拡大も、東京大都市圏に

比べて弱いものとなっている。

ところで、このような大阪大都市圏の工業の動向のなかで、大都市圏周辺部を大阪市を中心にして、

５セクター（①名神高速道沿線（京都市を除く）、②名阪国道沿線、③大阪南部、④阪神霞海部（神

戸市を除く）、⑤中国縦貫道沿線）に分けて、この間の工業生産の動向をみると、セクター間で次の

様な相違がみられる。

①名神高速道沿線、名阪国道沿線、中国縦貫道沿線の３セクターでの工業生産の増加率はいずれも

全国水準を上回ったものとなっている。

殊に、名神高速道沿線セクターのなかでも、６０年代に著しい工業化をみた湖南、日野・八日市地区

では、この間の増加率がそれぞれ278％、322％を全国水準あるいは、東京大都市圏の周辺部全域の

増加率を大きく上回り、引き続き立地展開をしてきていることがうかがわれたのをはじめ、名阪国道
－１１－
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沿線セクターのなかでも、北大和地区での増加率は259％となっている。さらに、中国縦貫道沿線セ

クターでも、従来、工業化の進展していなかった加西・社町などの東播内陸部でミノルタ゛富士通．

松下電器などの先端技術産業企業の立地をみるなど、工業生産増加率は顕著なものとなっている。

②これに対し、大阪南部、阪神臨海部の既成工業地域を中心とした２セクターでは、その増加率

は、それぞれ１７１％と159％とであり、大阪大都市圏の増加率を下回ったものとなっている。

このような大阪大都市圏周辺部における、工業生産増加率のセクター間の相違は、１つには、セク

ター間での既存工業の成長格差にもよるが、いま１つは、この間の先端技術産業を中心とする工業の

立地が、過密による障賀をさけ、交通条件、とりわけ道路条件の重視する方向で展開していることを

うかがわせる。このことは、国土を賞め〈大動脈としての名神高遠道、中国縦貫道沿線上の湖南、日

野、八日市地区、加西、社などの東播内陸部などにおける先端技術産業企業や大阪系企業の新規立地

と大阪南部での工業生産の停滞に単的に示されているといえよう。

しかも、このような先端技術産業を中心とする新規企業の立地展開は、大阪大部市圏周辺部の拡大

をうかがわせる。

そこで、発表では、大阪大都市圏を中心に、近年の新規工業の展開、およびその実態を明らかにし、

大阪大都市圏周辺部の変化、とりわけ、その拡大とフリンジについて検討する、あわせて、このよう

な立地動向からみた現在、大阪大都市圏周辺部で大都市圏の活性化を目的に計画・実施されているプ

ロジェクトについても検討を試みる。
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巨大プロジェクトと地域変容

一大阪都市圏周辺部の場合一

小杉毅（関西大学）

［はじめに

近年、大阪都市圏周辺部に、国・公・民間主体による数多くのプロジェクトが予定され、そのうち

の幾つかはすでに調査あるいは着工されている。巨大プロジェクトとしては関西新空港（第１期計画

事業費約１兆円）、京阪奈文化学術研究都市（約４兆6,000億円）、明石大橋（約１兆円）、テクノ

ポート大阪（約２兆円）などが挙げられるが、本報告では関西新空港と京阪奈学研都市、とくに前者

を中心に取り上げ、巨大プロジェクトが地域にいかなるインパクトを与え変容するか、その可能性に

ついて報告したい。巨大プロジェクトはいずれも現在進行中であり、不確定要素の多いことを前以っ

て付記しておく。

Ⅱ関西新空港の建設と地域経済への影響

１．空港建設の概要

関西新空港は、地元漁協との漁業補償協定に調印したあと公有水面埋立免許も取得し、本年１月27日

工事着工の起工式を終えた。空港計画案によると、全体構想は面積Ｌ２００ｈａ（現大阪空港の約４倍、

甲子園球場の300倍）の空港島を泉州沖５Kmの海上に造成し、主滑走路２本（各4,000ｍ）、と補助

滑走路１本（３４００腕）、それに各種ターミナル施設を建設し、これと対岸に建設する前島（湾岸前

進基地）を道路．鉄道併用橋で結び、６年後の１９９３年３月に開港するというものである。建設は段

階的に行い、第１期計画では工事費約１兆円を投じて主滑走路１本で開港する予定である。

２．新空港の性格と特徴

イ）国際空港であって単なる地方空港ではない。したがってその影響の及ぶ範囲は広域的である。

ロ）既開発地域における空港新設であるから、既存の経済社会に大きな影響を与える。

′､）わが国最初の本格的な大規模海上空港である。

二）深夜運航の可能な24時間空港である。

３．新空港建設によるインパクトと問題点

関西新空港建設のインパクトは、大阪都市圏経済に与えるインパクトと地元泉州に対する影響に大

別できる。

第１に、大阪都市圏経済に対するインパクトは、財界筋の提唱する関西復権論の希望的観測を単純

に受入れるわけにはいかないが、一定の波及効果をもたらすことは否定できない。大阪都市圏は、産

－１３－

Ⅲ



業と人口の集積において、全国第２位の規模を有するばかりでなく、大都市圏経済のもつ多様な機能
．とその関連性や、付加価値性の高い高次の産業と質量ともに卓越したサービス機能、広範囲にわたる
中枢管理機能の存在、経済的社会的機能の国際性も、東京大都市圏に次ぐ水準にある。関西新空港の
建設は、航空輸送量の増大を通じて、都市圏経済のソフト化、生産機能からサービス機能への移行、
人的国際交流と情報化などを促進すると考えられる。

第２に、関西新空港の建設が地元泉州経済に与える影響については、空港建設が概して地元にとっ
て点と線の開発にとどまるケースが多く、行政サイドによる計画的直接投資が行われないならば、後
背地への波及効果はあまり期待できないのではないか。関西新空港の場合も、母都市大阪と空港島を
結ぶアクセス・ルートおよび対岸の前島の地域整備を除くと、後背地泉州地域へ与える経済的波及効
果は、地元(自治体と住民）の格段の努力がなければ、多くを期待できそうにない。敢えて云えば、第
３次産業の集積によって、もともと第２次産業のウエートの高い産業構成を変化させる程度であろう。
すでに指摘したように、泉州は人□・産業集積の比較的大きな既開発地域であり、人口は約１６２万

人で山口県や長崎県に匹敵し、工業生産額も約４兆７０００億円にのぼり広島県や福岡県レベルに近い。
したがって、新空港の建設によって、産業構造を高度化・近代化し、構造転換を図るといっても簡単
ではない。既存の産業構造の転換と既開発の市街地の再開発を、住民合意に基づいて１つ１つ図って
いく以外に方法はない。

以下、新空港の建設が地元泉州地域に直接与えると予想されるインパクトと問題点を簡単に指摘し
・てみたい。

イ）建設工事が地元関連業界に与える内需インパクト・空港島第１期計画だけで約１兆円、アクセ
ス道路や前島の附帯工事費を含めると３兆円を超える建設需要は建設関連業界に大きなインパクトを与
える。しかし、この建設費の大部分は，そのほとんどが中小零細業者である南大阪の関連業界を素通
りして、母都市大阪あるいは東京の巨大企業に流れることが予想され、建設過程の地元経済へ与える
インパクトは、波及効果を含めても相当限定されたものになる。

ロ）空港就業者の新規雇用。現大阪空港の存廃いかんによるが、２４時間空港とすれば約２万人（成
田１万8000人）以上が見込まれ、家族を含めると約５万人近い人々が空港周辺に住むことになり、
地域経済にかなりのインパクトを与えることが予想される。

ハ）新規航空関連産業の立地。航空機の整備、給油、機内食供給など直接航空機に関連する空港支
援産業や、航空機関連以外の貨客輸送やアクセスに関連する空港関連産業の大部分が空港内またはそ
の周辺に立地するほか、空港指向産業の立地可能性も見込まれる。

二）新空港の建設並びにそれに伴う新規産業の進出によって、既存の地場産業が大きな打撃を受け
ることが予想される。泉州の地場産業は最終消費財中心の軽工業が多く、低賃金労働に依存し、発展
途上国との競合関係が強い。したがって、新空港の建設と高賃金の新規産業の立地が、人件費の上昇
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⑦ と人手不足を引き起し、経営基盤の弱い地場産業を崩壊させる可能性すらある。行政サイドの保護．

育成と企業の体質改善が求められる。

ホ）新空港建設の泉州農業への影響。泉州は大阪府下の農業生産の約４割を占める食糧供給基地で

ある。開発サイドの各種報告は、新空港の食品需要（機内食・レストラン）や航空機による農産物出

荷によって、泉州農業の振興を図ろとしているが、これは夢のような話である。現実には、大阪の中

央卸売市場で必要量が確保され、泉州の農産物を買ってくれる保証はない。むしろ、乱開発や土地投

機によって農業生産環境が悪化し、泉州農業は縮小すると考えられる。

へ）新空港建設の漁業への影響。泉州漁業は、高度成長期の海面埋立てや水質汚濁によって漁業環

境が悪化したため、現在個人的零細経営によって底引網、小型定置網、ノリ養殖などを細々と営んで

いるが、空港建設による海域の縮小、土砂投入による汚濁、空港完成後の油洩れによる汚染等で、漁

業は一層衰退しよう。

ト）その他、地方財政問題、土取り跡地の整備など検討すべき点が多いが、割愛しておきたい。

４．開発をめぐる課題

イ）地価の抑制。空港建設を見越してすでに地価の急騰が進んでいる。地価の騰貴は地元住民の

資産を増大させるとして歓迎する声もあるが、地域経済の安定した振興のためには地価の抑制が必要

である。地価の高騰は、望ましい新規業種の企業立地を制約するだけでなく、既存企業の経営を悪化

させることになる。長い将来を考えれば地元自治体と土地所有者による地価抑制の努力と協力が必要

であろう。

ロ）乱開発の防止。乱開発は、資本主義経済のもとでは不可避の現象といえようが、地元自治体

と住民の協力で最小限にとどめたい。悪質不動産業者の暗躍は是非とも排除したいものである。

ハ）自然環境の保全。泉州地方は、大阪府の中でも自然環境が比較的きれいに残されている。地

元自治体は住民合意の環境保護条例を整備・強化して環境破壊を防止する必要があろう。

二）（住民の手で魅力と個性をもつ都市づくり。泉南地方は歴史的に特色をもった都市が多いが、

歴史と伝統に根ざした魅力ある都市、個性のある近代都市に整備していく必要がある。

、関西文化学術研究都市

関西文化学術研究都市構想は、１９７８年９月、奥田東元京大総長が提唱したもので、「わが国の繁

栄と国際社会への貢献のために、創造的な文化・学術・研究の振興を図る場として、京阪奈丘陵に建

設」が予定された都市構想である。

その後、国土庁をはじめ関係省庁が何度か調査を行った後、１９８６年６月に国土庁の全体計画案が

関係省庁連絡調整会議（11省庁会議）で「建設基本方針」として了承され、また同６月に学研都市建

設の推進母体となる「（財）関西文化学術研究都市推進機構」（日向方斉会長）が設立されるに及ん
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刈で、急速に建設機運が盛り上がっている。

１．学研都市計画の概要と特徴

イ）関西学研都市は、筑波学研都市が自然科学系の研究機関に特化しているのに対して、文化学

術研究機能のほか、研究成果を生かす産業（支援産業）を配置し、また居住区を広く設けて全体で約

34万人の定住を計画しているのが特徴的である。

ロ）建設目標は２１世紀初頭とし、計画対象地域を大阪、京都から２０～301ｍ圏に位歴する京都、

大阪、奈良の三府県にわたって配極する。全体面積は１７.ＯＯＯｈａ、そのうち開発区域が約2,500ｈａ

で、９つのクラスターと３つの準クラスターで構成される。

ハ）計画の実態は民間活力を最大限に利用するほか、研究体制も産官学の共同体制をとり、研究

交流も産官学を重視する。筑波の宮主導とは対象的である。

２．若干の問題点

イ）電鉄、不動産資本が、高度成長時代に宅地開発のために買占めた土地を、内需拡大の波に乗

り、学研都市建設の名を借りて売り出そうとするもので、土地投機と乱開発が進行している。

ロ）大阪、京都から２０～３０ｍ圏内にあり、都市スプロールによって、インナーシティ問題の発

生が懸念される。

ハ）学研都市として当初から計画されたものではなく、すでに個別に進行していた開発に計画の

網をかぶせたものにすぎない。建設を急ぐ結果、文化学術研究機能以外の施設を誘致しており、性格

があいまいである。
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大都市周辺の諸問題

多摩地区の工業集積と工業機能の変化

北村嘉行（東洋大学）

1．多摩の位置と課題

多摩地区は、首都東京の周辺部にあり、行政的にも東京都という一つの自治体のうちにあって、歴

史的にもつねに大都市東京を支え、その一部を構成する役割を担ってきた。多摩地区は、東京に野菜

や砂利・水などを供給してきた一方、東京の拡大とともに住宅と人口、それに病院や基地・軍事施設・

大工場等の都市（支援）施設を受入れて、大都市東京の膨張と都市基盤整備に力を貸してきた。

それはまた、つねに大都市東京ないしは首都東京をつくる政府あるいは大賢本の側からの強い要請

に基づくものであって、ひたすら多摩地区が首都東京に奉仕させられてきたといっても過言ではない。

たとえば、１８９３年の東京府編入、戦時下の軍用地徴発、戦後の三多摩格差、みなしかりである。し

たがって、多摩地区住民の生活や希望はとかくないがしろにされ、多摩地区住民のためを第一義とし

た行政や計画が行なわれることは少なかった。現在の「マイタウン東京」構想にしても、都心部や区

部を中心とする首都改造計画が先行し、その周辺部としての多摩地区があるのみであって、多摩地区

と多摩地区住民のための主体的かつ総合的計画があるとは思えない。

しかるに多摩地区は、人ロも大都市東京の一部としての機能もしだいに東京のなかの地位を高め、

東京の付属物から少なくとも東京の一部、あるいは東京のパートナーシップに発展している。２０年前

の東京都の予測によれば、１９８５年の東京の人口は１`300万人であり、そのうち多摩地区は27％を占

めて350万人になるはずであった。しかるに実際は、東京都の人口は１，１８３万人（91％）にとどまり、

多摩地区は29％を占める344万人（98％）になった。すなわち、いずれも予想したほど人口は増えな

かったけれど、多摩地区の東京都全体に占める比重は予測を８％上回って偏った。

そこで本論では、とかく計画の立遅れがちな多摩地区が、大都市東京全体のなかでどのような役割

を負ってきたのか、また負うべきなのか。工業の発展とそれにまつわる諸問題に限定して、若干の考

察を行いたい。

２多摩地区のエ業集積とその特性

１９８４年の多摩地区の工場数は６，１７４，従業者数22万3,137人、出荷額５兆9,854億円で、東京都

のそれぞれ１２７１Ｋ255雁３１．４％を占めて区部より少ないが、大規模な工場が多摩地区に集積して

いる。これを20年前の１９６５年と比較してみると、東京都は、都全体の従業者数の伸びを１．１４倍と見

積って１６０万人を予測していたが、実際は逆に４割減少して87万４．８０６人にとどまり、工場数もほぼ

－１７－
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同様の傾向で４万８，６４６に減少した。そして、いまだ区部に絶対量で劣るとはいえ、１９５９年の工業

等制限法の実効化によって多摩地区のみ大規模工場を中心に増加し、従業者数では約２割増加した。

多摩地区の工場分布は、以前から零細・小規模な織物工場の集積が厚かった八王子に最も多く、つ

いで１９６５年ころからは、戦時中から大規模な機械工場とともに小規模な下請工場も受入れてきた武

蔵野南部が多い。しかし、今の八王字を中心とする多摩丘陵地域は織物工場を減じて中小規模の組立

機械工場が多くなり、依然として武蔵野南部と首位を争っている。そして近年、武蔵野西部と北部の

工場増加が著しく、従業者数では武蔵野南部・北部・西部・多摩丘陵地域とほぼ区部からの距離の順

に多く分布している．

かくて多摩地区は、経済の高度成長期を通じて特定都市の繊維工業を中心とする伝統的な工業構造

から、区部の工業分散を受入れて組立機械工業を中心とする近代的な工業構造へと変化したことにな

る。生産出荷額でみると、１９６５年、すでに日用消費財工業28.0％組立機械工業６３２％であったが、

１９８４年にはいっそう偏って１６．３％と７６．４％になった．

3．東京圏のなかの多摩地区エ案

このような多摩地区の工業は、東京都区部とだけ比較してみると、わい小な一部分にすぎなくみえ

る。しかし､この工場数は石川県についで全国23位、従業者数は栃木県についで17位、出荷額は福岡

県についで13位で栃木県や群馬県を上回っている。すなわち多摩地区は、全国水準の工業地域であり、

全国的にみても大規模工場の多い地域である。

多摩地区の工業構造は、電機・輸送機などの組立機械工業に圧倒的に特化しており、ついで依然、

食品，繊維などの日用消費財工業が多い。これに対して区部は、日用消費財工業が圧倒的に多く、反

対に組立機械工業がこれについでいる。そして、千葉県は出荷額でみる限り臨海部の素材エネルギー

工業に特化し、神奈川県は千葉県と区部の中間的性格、埼玉県は区部と多摩地区の中間的性格をして

いる。すなわち、東京都区部は、京浜工業地帯の特色である日用消費財工業と組立機械工業に特化し

て中心部を占め、その他の工業類がその周辺に分散してそれぞれ地域分化し、全体として東京圏の工

業構成を総合的なものにしている。そして、多摩地区も区部の西南部から周辺に分散した－セクター

を分担し、東京圏の工業構造の重要な一部分を占めている。

しかし、多摩地区の工業が東京圏４県のなかで占める量的地位はあまり大きなものではなく、工場

数の6.3％（区部で43.3％)、従業者数の９．２％（同26.9％)、出荷額の９１％（同１９．９％）を占め

ているにすぎない。
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４多摩地区のエ業機能の変化

多摩地区の工業は、経済の高度成長とともに区部の勢いを上回って上昇してきたが、１９７０年以降、

－１８－
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肝心の従業者30人以上工場の工場数．従業者数ともに停滞ないし減少しはじめてきた。しかし、３０人
未満工場はなお増勢にあり、３０人以上工場でも総敷地面積は減っているが、建坪は増えており、多摩
地区の工業の中身が同じ組立機械工場でも変化してきた。

すなわち、小・零細工場の増加と、大規模工場の従業者数が減少して、生産出荷額はあまり増えな
いが建物や機械設備を増やして何かをやっている。つまり、研究・開発機能に専門・特化してきた。
日本電気や東芝・富士電機などの大企業大規模工場が、家電製品の量産工場からまずは多角化して関
連工場を分派させ、ついで製品の開発・試作に専門化し、量産工場は甲信地方や東北地方へ分散させ
るようになった。オリンパス・小西六などの精密機械工場も同様である。
しかしこの間に、多摩地区の工業を支える下請工場が、大規模工場の高度化とともに育成もしくは
集積されたのか、というとそうでもない。プレスや切削加工・回路設計などの工場は比較的多摩地区
にも多いが、鋳鍜造・ねじ・金型などの工場は少ない。一部には自動車部品や精密機械部品等を量産
する工場もあるが、一般に多摩地区では部品工場が少なく、特に少数高度な部品加工を行いうるもの
が少ない。そこで大規模工場や小規模でも自立的なハイテク工場は、高度で重要な部品の生産を、直
接あるいは代理店を通し依然として城南地区に依存している。つまり、多摩地区の組立機械工業の連
関構造は、地域内で完結しえないのである。

かくて大工場は、研究所となって孤立化し、工業団地も分断されて変質するのである。たとえば北
八王子工業団地15万８，５００坪は、首都圏整備計画に基いて日本住宅公団がはじめて造成し、８５社の申
込みから19社に絞って分譲され、１９６３年からぼつぼつ操業開始されたものである。しかし現在は、
企業形態が変っても当初の面積を守って存続しているものが12社にすぎず、残り７社の土地は13社に
譲渡もしくは分割された。そして業種も工業ばかりではなく、運輸会社２社（ほかに隣接１社）、販
完会社２社（ほかに隣接１社）を加えるようになった。

5．エ業労働力と用地の供給構造の変化

１９６０年代に多摩地区へ立地した工場、とりわけ大規模工場の重要な立地要因は、工業労働力と工
業用地であった。しかし、労働力の需給関係は、しだいに域内充足率を低めて、より遠隔の奥多摩や
都外から工業労働力を集めて、区部へ事務や販売・サービス労働力を送り出す継走型に変化した。そ
して、大規模工場の給与水準は中央線沿線を中心に平準化されていく傾向がみえるが、小規模工場で
は雇用機会の増大とともにむしろ地域格差を開きつつある。

一方、工業地区面積は、多摩地区でも１９７１年以降、停滞して、１９７６年以降は微減に転じ、区部
ほどの急減ではないが30人以上工場の敷地面積も減少に転じた。これは、農地の転用が、あいつぐ促
進策にも拘わらず限界状態にあるためで、工業用地の新規取得が困難になり、宅地や山林からの取得
が中心になってきた。

－１９－



他方、多摩地区の住宅地化が進んで、高学歴技術者の域内居住率が高まるなど、多摩地区の工業を

取りまく環境が大幅に変っている。多摩地区の工業構造は、工業内部の立地あるいは連関構造と、こ

れを取りまく労働力や土地・住宅問題等の外部構造の両面から総合的に考察しなければならない。
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N(几主要目的（複合空間：業務・商業・住宅・工業）
ｌ湘南国際村１８５民間・神奈川県計画
７北仲通り再開発１１横浜市計画
８ＭＭ２１（みなとみらい21）１８６横浜市・住都公事業中→S75

団・民間

９ポートサイド地区２５横浜市計画
14111崎リバニサイド１３０川崎市・他計画
15111崎テクノビア計画４７川崎市・民間事業中一s７２
１７羽田空港沖合展開跡地利用２００東京都・大田区構想（検討）
１８大丼市場及び市場関連用地整備６０東京都計画
２０天王州ベイシテイタワーズ計画２０民間計画
２１芝浦・港南地区再開発５００港区・地権者計画

住都公団

２３束京i襟ﾝﾎ澪ﾙｿﾞｰ＞（13号地その1）４９東京都計画（検討）
２５大川端再開発２７．９東京都・中央区事業中

住都公団・民間

２６月島地区再間発２０．１中央区計画
２７晴海地区再開発７７．０地権者構想
２８隻洲地区再開発88.0一部地権者構想
３０辰巳地区（7号地〉４０江東区構想
３３浦安n期地区563.4千葉県・住都公団事業中
３７幕張新都心437.7千葉県事業中
３８千葉駅周辺再開発民間一部事業化
３９干葉港中央地区及び背後地開発１６０千葉市計画
４０上総新研究開発都市構想
４１富律地区（工業開発）643.8千葉県・民間造成中→ＳＧ２
ａ東京テレボート構想９８．３東京都計画
ｃ築地市場再整備計画２２．５東京都計画
ｄ東京ﾃｰｲｽｰﾆｰﾗﾝﾄｰ周辺開発・１９．８計画
ｅ人工島（情報集iH都市）構想２５００民間構想
ｆ人工島建股構想１８０運輸省鮮想
ｈ人工島建設構想100郵政省構想
AIO・主要目的（複合空間＋レクレーション）
２ﾏﾘﾝｺﾐｭﾆﾃｨﾈ巖ﾘス（海上三角構想）‐通産省・資源エ構想

ネルギー庁

１３マリノボリス構想４８０民間構想提案
１９大丼コミュニティゾーン５６東京都・品川区事業中

・大田区

２９有明総合スボーツレルシﾖｼ地区３０東京都事業中
３２葛西沖埋立地３４８東京都・住都公事業中

団・都住宅公社

３４市川n期地区(ﾏﾘﾝｶ雨一ﾃﾞ..)いちかわ）５７０千葉県構想

弓皀ｚ
東京簡岸主要計画・構想プロジェクトの一覧

ＮＩ比主要目的（港湾・物流・空港）規模(ha〉
４ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅ１１トレードアイランド

５南木牧埠頭９８．２
１０大黒埠頭Ⅱ期１００
１１シピルボートアイラント４４２

１６羽田空港沖合展開1100
２２竹芝・日の出・芝浦埠頭再開発３６．３
３５船橋西部地区Ｍ
３６京葉n期地区３７０

ｂ東京湾連絡橋・新交通システム－

８束京湾横断道路
ｉ湾口部横断道路構想

事業段階

構想

計画→S65
事業中→S63

事業中

事業中→S67

事業中→S68
計画

構想

計画

構想
構想

計画(検討)主体
横浜市

横浜市・
横浜市
川崎市
運輸省・東京都
東京都

千葉県

千葉県・船橋市
東京都

運輸省
郵政省

主要目的（海浜公園）
海の公園７０横浜市
若州地区（15号地）７５．０東京都
主要目的（廃棄物処理：埋め立て）
本牧、突地先７０．８横浜市
(コンテナ埠頭・物流施設他雇計画）
浮島地先９２．５１１１崎市
(道路・ｲﾝﾀｰﾁｪﾝﾂﾞ・緑地老計画）
中央防波堤（内・外）５０２東京都

Ｎｏ．

３

３１

Ｍ.

６

事業中

計画

事業中一s６５

事業中→９６５
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東京圏・近畿圏工業推移

(A)首祁圏9部府県計

事業所従業者

1975年138,4383,466.898

1980年138,721(1-00）3.389.129(0.98）

1984年138,974(1-00）3.551,841(1.04）

(B)3大都市(東京区部,横浜,川崎)計

1975年５９．７３８Ｌ218画003

1980年56.172(0.94）1.071.078(0.87）

1984年51.434(0.91）998゜720(0.93）

(A)-(B）

1980/1975１．０４1.03

1984/1980１．０６１．１３

(単位:千万円）蛎則蝋蕪騨蕊
卍.・・！ｐ゛宅.京!・・..･･:･･.｡Ｆ･:に.･･:･韓子･･･』卓

貰』い（調感鞭

出荷額

4,370.422

7.536.998(Ｌ７２）

9.161.159(1.12）

1.573.683

2.395.702(1.52）

2.595,672(1.08）．

5陰ﾋﾟｱｺ扇豐:篤2亀

Ｌ８３

Ｌ２７

(･近畿6府県計

1975年88.6832,006.405

1980年86.989(0.98）1,869.626(0.93）

1984年８７`263(1.00）1,919.661(1.02）

(D)3大祁市(大阪,京都,神戸)計

2.590.769

4.050,666(1.56）

4.720,797(1.16）

1975年

1980年

1985年

C-D

1980n975

198M984

全国

1980/1975

1984/1980

34.173

32,341(0.94）

31,360(0.96）

676.747

5960233(0.88）

581.536(0.97）

791,261

1.122.7??'￣
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１．１９

0．９９

０．９９

／
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｜｜『】叶皿・山叩Ⅲ 表大阪大都市蝿セクター別立地工場数

表大阪大都市圏セクター別･距離圏別出荷額推移（単位:千万円）

腓／〃WrUl〒 "Ｗ/７１‐ 洲 1980-85
dﾋﾞ西

1975-79年<阪大都市圏セクター区分 ■Ｐ
ＰＰｊ
２０Ｊ． 鑓59年セクター・距離

屋耐邇１

1955年弱/別 1950年５９/5,
ハー、

曇
巴
n軒

267,505

80,916

134,118

124,060

30Km圏内

30~50K，

5卜70Kｍ

70~100Kｍ

349,952

113.266

220,753

192,437

147,907

１６，４９７

30,472

18,648

(1.30）

(1.40）

(1.64）

(1.55）

￣6）

鷺）

366,651

156.134

242.954

220.625

194,613

２０．３２６

３７，６７９

劃,２２６

366,651

156.134

242.954

220.625

(1.04）

(1.38）

(1.10）

(1.15）露電瀞』
岨;可

￣

、

0

83,785

8,845

17,227

９，１３３

【ｾｸﾀ 30Km圏内

30.50Kｍ

50~70Kｍ

70~100Kｍ

E沙

理ﾆｰﾗﾋﾞ1蕊 鍼ウ
．（．

胡

険

(…U…
、

30K画圏内

30-50Kｍ

ｍ~70Kｍ

70~100Kｍ

､ｾｸﾀ ５６

4,121

10,632

34,003

４１５

６．８５３

２３，８１８

56,477

380,812

322,177

129,745

110,098
征
仏
似
・
仏

４８５

ａ８２４

２９，１１１

66,208

481,005

408,314

182,５０１

１４０．８２４

(1.16）

(1.28）

(1.22）

(1.17）

(1.26）

(1.26）

(1.40）

(1.27）

,Ｚ

換一
￣

⑭

Wｾｸﾀ 30Km圏内

30~50K，

5卜70Kｍ

70~100Kｍ

231,496

195,760

６３，２７６

６０，７９９

、

、

Vｾｸﾀ 30Km圏内

30~50Kｍ

50-70Km

192,394

３４．２９５

12,005

333,987

５７，６５３

２５，２６３

(1.73）

(1.68）ｉ

(2.10）；

411,854

７２，７０８

３８，４２３

(1.23）

(1.26）

(1.52）

｢１
－

30K国圏内

30■50Kｍ

50~70Kｍ

Wｾｸﾀ 291,332

51,433

118,051

459,651

73,012

149,285

(1.57）

(1.41）

(1.26）

(1.08）

(1.19）

(1.02）

497,648

87,476

153,587

ｴｳﾎﾞｳ騨族’鱗｛
特定工場資料

／

￣

ｾｸﾀ

ｾｸﾀｰ

￣

ｾｸﾀｰ

￣

Ⅱｾｸﾀ

『ｾｸﾀ ￣

￣￣

Vｾｸﾀ￣

￣

Wｾｸﾀ

1975-79年 1980~8５

30Kﾛ圏内

30~50K■

50-70K口

70-100K目

100K以遠

４１

３
９
２
３

３
９
７
７
２

１
Ｉ
！

30K口圏内

30-50K回

50-70K回

70-100K日

100K口以遠

－
８
０
１
１

３
２

’
８

９
４

２
１

Ｉ

30K□圏内

30-50K口

50-70K回

70~100K口

100K回以還

－
１
２
２
１
１

３

’
３
１
４
１
２

７

30K口圏内

30-50Kロ

50~70K日

70-100Km

100Kﾛ以遠

７
６
１
６

２
２

６

０
８
７
９

１
１
３

５

30Kﾛ圏内

30-50K日

50-70K回

５
７
６

８

５

2１

30K回圏内

30-50KEl

50~70K回

70K目以遠

５
１
－
１

１ １３
４
５
４



Ｐの

ＵＰゴザ⑨

||lI111l111l11YlWrrj二M…… 路大阪大都市圏セクター別･本社別立地工場散

1975-1979年 1980-1985年控蘓》鰐側臘輻
－

１

機 化金 食品 他 槻 金 化 食品 他

川|Ｉ

３
９
８
２

３
４
５
４
１

５
４
１
１
１

２
２
３

１
２
２

２

６
３

２
２
２

８

２

１

２

３

２

７

１

１
２
１

３
１
５
１

１３
４

111

30Km圏内

30~50Kｍ

50~70K回

70-100Km

100Km以遺

１
４
２
２

１
３
７
２

１
２
４
２

１

２

３

１
１
１

２
４
１

５
２

３
８
２

１

２

１

３

Wｾｸﾀ 30K■圏内

30-50K口

50~70K回

70-100K■

100Km以遠

１
１
８
５

１１２

３
２
５
０
５

１

４
４
９
９
１

１
１
３
０
１

１

４
３
３
４
２

１

３
１
３
１

３

５

４
３

１

５

１

Vｾｸﾀ 301ｍ圏内

30~50K回

50-701ｍ

２

１
１

１
２
２

１
２
１

６
１
６

１

１
４
９

’
２

３ ４ １１

Wｾｸﾀ 30K口圏内

30-50Km

50-70Km

70Km以遠

３１７ ２ ３

１
１

６
１
２
１

●

６

１

１

４

２
２

1３

１

１
１

１ ２

特定工場資料
資料:特定工場資料より作成

／

)’

'１

uｾｸﾀ

Ⅱｾｸﾀ

￣

１Vｾｸﾀ

Yｾｸﾀ

￣

Uｾｸﾀ□

￣

1975-1979年 1980～１９８５年

東京 大阪

1

大阪府 神戸 京都 （の他

２

東京

１
３
３
１

大阪

１
１

大阪府

１

京都 神戸

１

１

ﾓ､他
１
３
３
１

301(ﾛ圏内

30-50K国

50~70K回

70~100K回

100K日以遠

１

１
１

Ｐ

１

４
１

１
２
１

１ １

１
３

30K口圏内

30~50K日

50-70Km

70-100K国

●

100K回以逮
１
１

１

１

１

２
１

１
１
１

２

３

30Km圏内

30-50K口

50-701(ロ

70~100Km

100K口以遠

１

１
１

１
２

１
２
１

４
１

２

３
４
２

１
２
２

４
３

１
２
１

30K国圏内

30-50Kｍ

50~701(ロ

２
２

１

’
１
１
４

４
２

１

30Kﾛ圏内

30-50K口

50-70K口

70Kﾛ以遺

３ ３

３
１
１ ２
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縄こ

セクター別･本社所在地別磯械工業立地工場数

W;/』

資料:特定エ場資料より作成

Ｉ
｜
脚

７ｔⅣ

，？七Ｖ
｜岬

1975～１９７９年 1980-】985年
東京 大阪 大阪府 神戸 京司 {o他 東京 大阪|大阪府 京都 神戸 fO他

２

１
３
３
１

１
１

１

１
１

１
３
３
１

１

１
１

１

４
１

１
２
１

１ １

１

３

30K回圏内

30~50K回

50-70K口

70~100K口

'100K回以遠

１
１

１

１

１

２

１

１
１
１

２

３

30Km圏内

30~50Kロ

50-70K口

70-100K■

100K口以遠

１

１
１

１

２

１
２
！

４
１

２

３
４
２

１
２
２

４
３

１
２
１

30K■圏内

30~50K口

50~70K回

２
２

Ｉ

１
１
４

４
２

1

30K口圏内

30~50K口

50-70K回

70K回以遠

３
３

３
１
１

２
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巨大プロジェクトと地域変容
一大阪都市圏周辺部の場合一

小杉毅（関西大学）
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可関西国際空港の概要と地域経済、

L）事業主体関西国際空港株式会社(第３セクター）

藻 鶚篝鵠圃,鵜識蓋|篝簑鶚颪雨麺i麺鐘墾｡通参一)）
､｢空郎q錘,:ｾﾞﾛ２８３s麹fOd50H､-0ｾﾐＵＤＣ

Ｘｒ、1℃０．１．００、ZUOoⅨ
iOH菟l52zOOr,｡14600m3..14.U､

0.0037.50３７．5０、２Z５．m
，、、98.00９８．００818.0（

ｍｎＩ」６５.ｕｃ
３５４－，０１５５．m

■Ｌ

夢－３率繊匿餓瀬

壷港”遙學織
図－１）蜜鑑巖恢

。

諺一斗宅潅島剣ｺﾞｺﾞｾｳﾞ掴l閥鼠

:;(〆ｈ前島(關鰍謬灼句ﾒｼﾚﾋﾞﾕﾂＨ１關穆
ロ万Ｉ

ロ

図－２）前島（南大阪湾j尋整備事業

函
□
□
函
□
面

ｕ二!＆

⑤

｜》｜》》》》
｜麺四掴郷
一率い泗銀

一》：屏脚

､00

８１８．００

１

氏同罠戸宅BTUwwﾖﾏ函冬旬・Ｇｎへ可込『

巫葉笹(約１兆円）
ﾔ仔今R十画(n打１ヨビＨＪ

建股エ事費 約8.ODU煙門

空魅品等約4.4001恩円
連絡l周等約1,2001厘円
滑走絶･鵬堺路.ﾀｰﾐﾅﾙ等岱施１２約2.400腫円
－破管理授､利息等業務外支出

約2.000億円

出資金

田(空趣塾矧特別会'十)からの当日
地方公共団体からの出資
民lUlからの出資

借入金等(財政投融資、

約LZUU1睡門

約B00IER

豹2001回円

釣2001回円

民間からの借入等）
約8.800憾円

区分 主要施設 面澗(ha）

､離蒲陸施設用地

2．エプロン用地

3.旅客ターミナル

施設用地

４.国際貨物ターミナル

施設用地

５.国内貨物ターミナル

施設用地

６.整愉施設用地

７.供給処理施股用地

８.管理施股用地

９．アクセス交通施設用1１

10.遮岸等その他用地･望

;走路、誘導路、

[空保安施設

コーディングエプロン

トイトステイエプロン

メンテナンスエプロン

ホ客ターミナルビル

虞物上屋

盲庁事務所

貨物上屋

格納庫

上水、排水処理、

電力、ガス等供給、

廃棄物処理、

航空機燃料供給、

機内食鯛製

官庁事務所、

民IHI事務所

道路、鉄ｊｉｆ駅舎、

駐車魁

甑岸敷、緑地

１
３

●
●

肥
鋼
２
１

５
２
５
．
０
２

●
●

已
巳
■

４
３
７

ｍ
銅

１
１

２
９
ｊ

５
弱
鋼

合計
510.9

Hｆ354.00156.0015G.001,166.00



隼､lH地馳エ察｡窺状3）

潅一の泉州エ業地域年次別統計表
（従藁苛４人以上）

題（Ⅱﾛｵ[DUi

堺・泉北エ業地帯統計表友一γ） （従菜者４人以上）

資料：大囲iEf工業統計鯛査結果表（昭緬8年）

▽

図一ﾖ） 大阪府下主製地場亜顛産地分布図

蕊
ＤＫ￣｡

ヤス

何呂臼田

･１Ｍ史エハ。

レン・例品田
･版タン．

｡ボタン、

恩切子

貝
暁

アリンク゛

、

（UTI『協いに飲圧Ｔらもの）ni9ilHIN品・合阿・Uum・処民aUU・広腿、瞳、瓜媛晒

資料：大阪府エ菜続Hf調査結采表（Ⅱﾛﾁﾛ58年）

諺一斤）

YI1:1：大阪Il1mi工部工菜部、

地鰯産業の主な品目

大lHmUⅢ商工繩FWI死ﾘﾜ’’六【ⅨｗＪｕＤＪ罰EL弍占」、…■--0--￣

年次

L公頁【

Tjl粟所敗 従粟者敗 割 遡品出荷甑等

突孜
lii年対比
(形）

突孜
(人）

011年対比
(＄）

ｌ｢１１蒸所
あたり(人）

実、、
(百万円）

1,年対比
(＄）

従藁舌1人
あにり(万円）

１
２
３
４
５
６
７
８

５
５
５
５
５
５
５
５

124

151

162

171

190

209

２３１

２５５

121.8

107.3

105.6

111.1

ILO､０

１１，．５

１１０．４

８
９
０
０
２
０
０

硯
則
剖
鋤
誰
旧
聞

、
■
０
□
０
０
■

羽
凹
加
印
、
皿
皿

００５
■

２２

90.2

９５．５

９８．８

１０ル3

102.9

102.01

103.8

２９１
佃
可
旧
肥
伽

Ｉ
１
１
１
１

酬
閉

1.鋼7.611

1.320.882

１０３１３．１３８

10.1920953

109730503

2.077.9”

２０２閲｡086

２００３８０別６

98.0

９９．４

１１３．７

１３２．２

１０５．３

１０８．６

9０．４

1.086

87.1

８１０

８７３

100鋼

994

976

799

腿８

７錨

579

072

685

２２５

２２８

副７

５
６
６
７
９
９
０
９

１

閲1

138

393

3副

508

820

0102

062

年次

、■【

、藁所放 従栗者致 引 途JFL山荷願尋

突政
IMI年対比
(＄）

突改
(人）

03年対比
(＄）

１ｍ業所
あたり㈹

実１ｍ
(百万円）

111年対比
(＄）

1m更所
あたり(万円）

従乗
dMEh

６
７
８
９
０
１
２
３
４
５
６
７
８

４
４
４
４
５
５
５
５
５
５
５
５
５

7..135

７０７】】

７０７５１

７０３１７

７０．８２３

70300

７０１６７

700101

７０４１４

70292

７０６１１

70650

7.706

97.0

103.7

100.5

9４．４

101.4

９８．３

９８．２

１０３．３

１００．２

98.4

104.4

100.5

100.7

195゛065

191.269

1910.17，

'76.422

168.985

162.663

155.O87

15ZO280

15q895

1480560

15209gI

151,7m

１５１．８桐

５
１
１
１
８
３
３
２
１
５
０
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羅一'の主な野裏果樹類収穫面菰0…ソ潅一の 農家戸数、耕地面積及び農業組生産

企画部統計課「1980年ljt界農林業センサス結果報告密」よｂ

資料：大阪府「昭fﾛ５８年版大阪府統計年濫」（昭和５９年より）

藻－－//）農作物の類別収穫面積（,~幻

、?F田mwTm-m■､屏田■雨Ⅲ■斫面一m￣祠￣面
■Ⅳ､■Ｆ刊關■何ｍ－両正雨売一雨■雨■、=
…國國囚■回、回回■=
■王祠■Ｔｍｎ日厨司一ｍ回珂、Ｒ■南面一一面
■冊田田、面忘■■F兎一■祠■雨一■■~~~二
■日田冠■F面■盃司一■面■雨■宮田■－回
■亜■斫詞一■Ⅳ－面■■■■■■■
匝万面一両正玩雨 ■■■
企画部統計柳「１９８０隼世界段林業センサス結果報告感」より

図一旬 主な漁業種類別経営体数（58年）
表ﾐｰﾉ2Ｊ 漁業経営体数

昭和58年11月１日現在

小型

定図

）

認船４．

誕州地遍

資料：大阪府農林部水産室「大阪の漁業」

資料：大阪府企画部銃計課

「第７次漁業センサスから見た大阪の漁業｣よｂ

湊一句 漁業従事者数の推移

（単位：人）

資料(鴇i謡博灌瀦所よゥ

厘璽戸致

計 専柔
霞１囹
韮菜

第２国
兼葉

経営駒地

面伍

(100㎡）

1戸当危

b経営
耕地面倒
（100㎡）

屡栗

銅牛宛、

(100万円）

垪地西伍

｡bたＤ組

生亜額円

大阪府計 52.551
（7.9）
40167

（8.3）
4.弱７

(83.8）

44.oz７
１０国0,2訂 3.1.8 610565 関６

泉州地賊 170686
（9.0）
1.598

（9.7）
lp717

(81.3）

14,師Ｉ
6390870 ３６．２ 25,594 400

ｌｉｕｂ地区 9.099.
（6.3）

569

（６．２）
567

(87.5）

7,963
300.015 33.0 110010 368

泉阿地区 80587
(12.0）
100酉

(13.4）
1.150

(74.6）
6,408

3390825 39.6 １４.弱４ 428

２市１町計 20719
(15.5）
但２

(17.5）
477

(66.9）

10820
胆2.969 縄.２ 7.205 585

泉佐野市 1.4熊
(16.8）

246

(18.5）
訂１

(64.7）
949

69,984 4７．７ 4.686 師0

田尻町 1個
(17.4）

2６

(16.1）
2４

(66.4）
9９

60537 43.9 236 361

泉南市 1,104
(13.6〕
鳩０

(16,.1）
182

(69,9）
772

46p448 鰹.１ 2,283 佃２

キャベツ 玉ねぎ さとい６ レタス ふき
温州
みかん

６６

大願府叶 38.703 師,229 24,389 10348 108艶 155,142 1,.168

泉ＩＨＩ地域 2５０４６２ 9０ 366 16.609 951 1,6鋼 111 644 釦６

泉北地区 ６ 981 ４ 136 弱９ 9０ ２９ 61 818 1４

泉南地区 1９ 481 8６ 麹０ 16’050 861 1.閃７ ⑬ 臣６ ⑲２

2市1町』＋ 1４ 461 銅 831 8.8Z７ 757 481 ４ 617 3３

泉佐野市 1３ 008 3１ 411 50922 695 444 “4１ 2３

田尻町 ８９ ４ 272 515 １ 魂 876

泉南市 1.露４ 1８ 1輯 20390 6１ ５ 3.197 1０

収硬面伍
針

厨 いも、 豆顛 野菜釦
花匙碩
花木頑

圃苗
苗木頑

飼料用
作物

その他
の作物

大阪府叶 １０６２３，顕２ 1.178.754 罰.６１９ 34.233 3密0４００ d７００９７ 504“ ２．４１２ 20303

泉州地域 5” 7行 ３６４ 609 70579 ９ ６１３ 200 582 8.367 191田 ｌｏｌ５９ ７０１

里」脂11h反 ２ 8Z７ 151 313 ５０４８８ ５ 486 4４ 3５１ ｑｏ２９１ 918 638 鋼９

泉関地区 380 950 ２]３ 296 20091 ４ 127 156 228 4.076 2伯 521 3缶

２市１町JＩ 1８１ 782 9１ 8画 ６１０ ２ 087 ８６ 417 582 ６ 8９ １６１

泉佐野市 113 068 銅 899 399 １ 679 5６ 706 146 ５ 8５ Ｍ９

田尻町 ９ 875 ４ 531 2９ 1５１ ５ 162 ２

Jil南市 餌 園９ 3３ 397 182 蚤７ ２４ 5伯 縄６ １ ２ 1５

経営体数 割合

大阪府計 ８４０ １００

大 阪市 1２６ 1５．０

泉州地域 ７１４ ８５．０

泉北地区 １２０ １４．３

泉南地区 ５９４ ７０．７

２市１町計 ２０９ ２４．９

泉佐野市 １１１ 1３－２

田尻町 ３０ ３．６

泉南市 ６８ ８．１

５４ ５５ ５６ ５７ ５８

海上作業従事者 １０７１４ １．６１３ １０５４６ １，５６９ １，５６８

陸上作業を含む
従事者

３１１４９ ３．２１６ ３，２０３ ３，１５５ ３，０９８



’ ロ関西文化学術研究都市の概要

図－２）関西文化学術研究都市の地域幹線.補助幹澱
交通軸（イメージ図）画一1）彌西文化学術研究都市｣計画対象地域

地区

￣…脚…

￣鯛欝：

淡一ﾕ）文化学術肌究施設の概要

『

'財関西文化学術研究都市推進機ｲ圏関西文化学術研究都市の概要ｊＪｒﾘ1恒成．

文化学術研究地区 施股分頚 侭Ｕａ名（仮l示呂む） 侭田主体 魔Blの進I,状況 阿要

田辺地区 牧瓦・研究魔lＨ

沙

〃

同志社大学(田辺121血）

同志社女子大学(田辺I2jD）

同志祉田厭周蘭学}叉

弟同志社

’

ウ

供用中

(昭61.41mul）

供用中

(昭61.4,1又）

IＩ１用中

(0855.4,01叉）

現l叉地の過密駅消と敬向・Ｂｌ究乗件の阪本的Ba髄充実（I叉jもI;皿）

(昭61.4J2年次について侈凪：仮地面旧＝的76.6ha）

現佼1lbの過密腓消と牧同・研究英件の阻本的Ba偶充実(IjublB股と学部茄股）

(侈股＝昭61.4.学芸学83日梨学科I～4年次，IIi段＝胴}19大字８８：技1h面llU＝

9,12.8ha）

海外帰国子女の田内牧同への適応化と田嗣的I飯Jをもつ人IｲのHU戒をめざす

枚向服１ｍ（Ni四）（IHI@面１日＝$'5.4ha）

耐田辺・ｌｇｍｌＩｈ区 広瞳レクリェーシ

ヨン胞股

ml展・文化施皿

京釦厚生年金体、センター

■

京Bi､ﾖ花色蝿ＳＩＢ堺センタ

社会保険庁

京加胴’

Ⅲ胴中

０１用中

(昭61.4F0回）

厚生年金受18画を主とする助労皀の朋子３代にわたる係民．、鼠のための広

瞳的レクリエーション魔1日（随股囲I､＝的I3ha､GBI063年Ⅸ完成予定）

花色に､Uする靭合的なjBW・固及のセンター

(DuuH団111＝的9113）

Wｍ・西木釦１回区 中腰的字爾研究

施凪

多

61.国瞭憂再研究所

１，国際晒気imIg巫礎l自禰B１

究所(ＡＴＲインターナショナル）

侭エイ･デイ･アールi､巴シ

ステム研究所

体エイ･デイ･アール自助8M

限電賭研究F7i

nIエイ･デイ･アール俔唖宛

収I月田究所

他エイ･デイ･アール光電浪

曲但団死所

81,国l3HHw

Ｈ１死iVi

､鮪ＡＴＲイ

ンターナシ

ヨナル

８ｆ西中

(0859.812立）

Ｚｆ西中

(昭61.3堕立）

8↑西中

(昭61.4u日立）

産・学・宮川B力のもとに魁in的．先in的は分野・Dmnに関する団究をiううシ

ンボル的剛究槻00.(ＩＤ定FlBiTiId屈囮in内'二田■．ｗ采．自晒区に、Q予定）

風腿研究の充実、耐気通１回分野における憂礎的・独QU的BI死．産・学・百井

同611死の喝の煙U(等（窪・学・宮の旧力により殴立)(■定myYniは大足i巾内に1日

■･田l(〕64年田本研究用を当Rb区にBOjYi予定：田IローOﾖ10h日(Iﾜ泉D9ZOhaの予定〕）

知的通１８システムの腿凹研究

自助囲肌麺賭の巫幽０１死

視聴覚InlIllの人悶ﾘｺ学的、蝿研究

光画波nIgのⅢ皿研究

氷室・翔円地区 敬日・研究M2段 80西ﾀﾄ国姐烟1W大字（偲百

学古）

#字MiU

Ug学

西ﾀﾄ国

回

01用中

(0059.4,,佼）

教ロ.、究俺lHの園I､充実

(技１１h面111＝的8.7ha）

洞河・室池lE区 交流・文IlzHIMD

BilZ・保健施段

教司・Uli兜bula

塚の文化回

６１Ⅱ膠レクリエーションセン

ター

大阪、気皿１９大学（凹悌UHl

学色〕

大Iui胴

民IRD

民皿

(萌大IUiE気

通１８大学

８１画中

'

臣1,6中

水とlilをペースとした文化・交流･スポーツ・レクリエーションの旧の形威

(面IIJ＝約150ha、四m64年度-8880段予定）

緑の文化回９１画の－部をなし、研修・文化・レクリエーションＷの多目的セ

ンター（面１日＝約７h日、昭1,64年01開眼予定）

６h句’８１死魔laの璽胴充実

(昭ＩＤ62年度.1年次について侈殴予定：lju也面IIJ＝約l5ha）

平城冨跡jh区 歴史・文化施股

〃

相別史跡･平城宮跡の保仔.

復元臣胴

朱世大路のi且元

文IU了

奈良巾

EZlnI・国元中

■刷中

釦10年(平鯛沮田1300年)をめざし’1u界に団噸ｕ広大は田月史１１のIR全･ｕＩ元日による愚

住化と．平胤g跡全体を阿悔園化するオープンサイト･ミューソアムとしての■周

平城京の壮大はスケールをcR存し､想世に伝えるため.乗坊靭の中心を鰯す朱

宙大砲(朱雀門～、城門｡全艮3.710回)の内.朱省円から三乗大砲RO54Omの函元
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図－１）神戸･鳴門ﾙｰﾄ 図－２）明石海峡大橋'匂ﾒｰ妾/20
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表－２） 明石海峡大橋の経済効果（昭和８０年試算値）

本州四国連絡栃公団の誠y,ごJFa

１．生産所得（昭和55年価格）

現状

昭和57年

効（ 県

(架橋による噌加分）

２．就業者数

現状

昭和55年

効果

(架橋による期加分）

３．人口

現状

昭和60年

効果

(架橘によるtU加分）
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〃綴月衣ｆ 増加率IOgfp35-55年）

比率一Ｚ．上一対銀･下一対niiIIIl
臓西城束隣接市

人口

プ＜者后〒戸j吾田尹Zﾕ畜隔ｃＤ１司専鷺二召蓬イヒ

多摩地区の工業集積と工業機能の変化

北村嘉行（東洋大学）

人数
都心準都心 ほか多屡副邸心鱒数分鯛

人口
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